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[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇オートバイ整備工場と住宅が燃える火事 横浜市 

＜日テレ NEWS 2022年 10月 31日＞ 

https://news.ntv.co.jp/category/society/0808ef8af37b473bb94787751eec28b4 

31日早朝、神奈川県横浜市でオートバイの整備工場と住宅が燃える火事がありました。 

警察によりますと 31日午前 5時半頃、横浜市旭区で「建物から黒煙と炎が出ている」と通報がありました。 

火事の発生直後に撮影された映像では真っ赤な炎が燃え上がり、黒煙が立ちのぼっています。 

消防車など 28台が出動し、火はおよそ 3時間後に消し止められましたがオートバイの整備工場と、隣接する住宅

の合わせて 2棟が全焼したということです。この火事によるケガ人はいませんでした。 

工場では当時、従業員 1人が働いていて「電気ストーブで暖を取っていたところ、火が燃え移った」などと話し

ているということです。 

---------- 

◇新潟長岡市の工場で火災 

＜新潟日報 2022年 10月 31日＞ https://www.niigata-nippo.co.jp/articles/-/132537 

 ３１日午後６時前、新潟県長岡市十二潟町の「東洋冶金（やきん）」の工場から出火したと消防に通報があった。

午後７時前に鎮火し、従業員２人が煙を吸って病院に搬送された。命に別条はない。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 
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・消費生活用製品の重大製品事故:屋外式(RF式)ガス給湯付ふろがま(都市ガス用)で火災等 

＜消費者庁 2022年 11月 1日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/030733/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_221101_01.pdf 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：２件 

（うち屋外式（ＲＦ式）ガス給湯付ふろがま（都市ガス用）１件、ガスこんろ（ＬＰガス用）１件） 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：該当案件なし 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：７件 

（うちリチウム電池内蔵充電器１件、映像録画装置（防犯カメラ用）１件、マルチタップ１件、 

エアコン（室外機）２件、踏み台（アルミニウム合金製）１件、椅子１件） 

---------- 

・サイバー攻撃、身代金要求も 大阪・総合病院のシステム障害 

＜毎日新聞 2022年 10月 31日＞ https://mainichi.jp/articles/20221031/k00/00m/040/337000c 

 大阪市住吉区の「大阪急性期・総合医療センター」で 31日、電子カルテシステムに障害が発生し、入院患者の

緊急以外の手術や外来診療を停止した。コンピューターウイルス「ランサムウエア」によるサイバー攻撃が原因

とみられる。復旧の見通しは立っていない。この影響で、患者 600～1000人の診療ができなかった。センターは

「直接人命に関わる事態はなかった」としているが、1 日以降も診療日や手術の延期などで、同規模の影響が出

る見通し。 

 センターによると、31日午前 7時ごろ、サーバーの障害を職員が確認。同 8時半ごろ、業者の調査でランサム

ウエアの攻撃と判明した。サーバー上の画面には、英語で「全てのファイルは暗号化された。復元したければ、

指定のアドレスにメールを送りビットコインで支払え。金額はメールを送る時間で変わる」と、データの「身代

金」を要求するメッセージが表示されていた。発信者は不明。センターは「金銭を支払う考えはない」としてお

り、大阪府警に相談している。 

 個人情報の流出は現時点では確認されておらず、データのバックアップもあるが、システムが安全に起動でき

ないと読み出せないという。 

 センターは、府の外郭団体が運営する総合病院。36の診療科があり、病床は 865床。府内の唯一の基幹災害医

療センターに位置付けられ、救急医療も担うが、災害や救急対応は近隣の病院に依頼する。新型コロナウイルス

の重症者用病床も設けているが、新規の受け入れができなくなっている。記者会見で、嶋津岳士・同センター総

長は「患者や関係者に多大なご心配、ご迷惑をかけてしまい、申し訳ありません」と陳謝した。 

 システムを狙ったランサムウエアによる攻撃は各地で起きている。徳島県のつるぎ町立半田病院では 2021 年

10月、患者約 8万 5000人分の電子カルテが閲覧できなくなり、全診療科が診察を再開するまで約 2カ月かかっ

た。 

 警察庁によると、ランサムウエアに感染したとして、全国の警察に寄せられた被害相談は 22 年上半期（1～6

月）に 114件あった。統計を取り始めた 20年下半期（7～12月）以降の半期ごとでは最多で、21年下半期の約 1・

3倍となっている。 

---------- 

・労働基準関係法令違反に係る公表事案 

＜厚生労働省 2022年 10月 31日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=AeTjlbo8eHd7iZmTY 

-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・プライウッド鎮火、新秋木工業は消火活動続く 

＜秋田魁新報 2022年 10月 29日＞ https://www.sakigake.jp/news/article/20221029AK0030/ 

 秋田中央署は２９日、秋田市向浜１丁目の秋田プライウッド向浜工場で続いていた火事が、同日午前９時半に

鎮火したと発表した。２７日午前の発生から２日ぶり。 

 秋田市消防本部によると、容量約４００立方メートルのサイロに入っていた木材のチップ約２００立方メート

ルが燃えた。２８日午前にほぼ消し止められたが、その後もサイロ内部からチップをかき出して消火作業を続け

ていた。 
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 一方、２７日午後に向浜工場から６００メートルほど離れた新秋木工業の合板工場で発生した火事は２９日午

後１時半にほぼ消し止められたが、同１０時半現在、消火活動は続いている。 

---------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・無料の電話相談「過重労働解消相談ダイヤル」を実施します   11月５日 

～11月５日（土）、労働基準監督官が相談に対応～ 

＜厚生労働省 2022年11月1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28910.html 

「過重労働解消相談ダイヤル」概要 

■フリーダイヤル  

                なくしましょう  ながい 残 業 

          ０１２０ － ７９４ － ７１３                      

           ・全国どこからでも、携帯電話からも無料で利用可能            

■受付日時     11月５日（土） 9:00～17:00  

■実施労働局     全国８労働局 

          （労働局名、問い合わせ先等については、別紙をご覧ください。） 

---------- 

・転倒事故 何が起きた？ 

韓国 ハロウィーン前の梨泰院 154人死亡 何が起きた? 対策は? 

＜NHK 2022年 10月 31日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20221031/k10013875561000.html 

韓国ソウルの繁華街イテウォン（梨泰院）で 10月 29日夜遅く、ハロウィーンを前に訪れていた大勢の若者が密

集し、折り重なるようにして倒れる事故が起きました。 

日本人 2人を含む 154人が死亡した今回の事故、いったい現場では何が起きていたのでしょうか？ 

Q. 事故の現場はどんな場所? 

事故が起きたイテウォンは韓国有数の繁華街で、アメリカ軍の施設が近くにあるということもあり、昔から多く

の外国人が訪れる場所となっています。 

最近では韓国ドラマの舞台としても知られていて、日本人観光客も多く訪れるエリアです。 

路地には各国の料理を提供する飲食店やナイトクラブが立ち並び、週末には多くの若者や観光客でにぎわう人気

スポットです。 

事故現場は地下鉄イテウォン駅を出てすぐの、飲食店とホテルに挟まれた狭い通りです。 

幅 3.2メートル、長さは 45メートル程度の細い坂道です。 

Q. 事故の前に何が? 

ことしは新型コロナウイルスの規制が緩和されたことを受けて 3年ぶりに大勢の若者が繰り出し、地元メディア

によりますと当時は 10万人以上が訪れたとみられるということです。 

事故現場のすぐ近くの場所を映したとみられる SNSに投稿された映像では、仮装した人々などで身動きがとれな

いほどに混み合っていた様子がうかがえます。 

Q. どのように事故は起きた? 

事故が起きた 10月 29日午後 10時 15分ごろ、現場やその周辺には数万人が集まっていたとみられ、突然、坂の

上の方から次々と折り重なるように人々が倒れていったということです。 

現場にいた人は韓国メディアの取材に対し「みんなで『押さないで』と声を上げたが、突然悲鳴に変わった」と

混乱した様子を語っていました。 

Q. なぜ事故は起きた? 

人が密集した原因については、地下鉄の駅を出て繁華街に向かうため坂を上がる人と、繁華街から駅の方向へ下

りる人の動線が重なったためだという見方が出ています。 

事故発生時には、壁をよじ登ったり、飲食店に駆け込んだりして難を逃れた人もいたということです。 

発生から 1時間で消防には「十数人が下敷きになっている」などの通報がおよそ 80件寄せられたといいます。 
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Q. 被害の規模は? 

韓国政府によりますと、これまでに 154人の死亡が確認されました。 

この中には、10代と 20代の日本人女性も含まれていました。 

死者の多くは 10代と 20代の若者で、特に女性が多かったということです。 

韓国の通信社・連合ニュースは、現場で救命活動に当たった医師の話として、多くは窒息が死因だったとしたう

えで「ほとんどは心臓マッサージをしても蘇生できない状態だった」と振り返ったと報じています。 

Q. 事故の真相究明は? 

韓国メディアからは、行政が事前に安全対策を十分講じなかったのではないかとの指摘が出ています。 

イテウォンを管轄するヨンサン区（龍山区）はハロウィーンに関する対策会議を開いていたものの、事故を想定

した安全管理対策が議論された様子は確認できなかったと伝えてられています。 

また、区が職員を現場付近に派遣していたものの、人数が足りず十分な対応ができなかったとしています。 

事故から一夜明け、ユン・ソンニョル（尹錫悦）大統領は現場を視察したほか、大統領府で記者団に対し「本当

にひどい事故で、起きてはならない悲劇だ。亡くなった方のご冥福を祈るとともに、けがをした方が早く回復す

るよう祈る」と述べました。 

そのうえで、「事故の原因を徹底的に調査し、今後同じような事故が起きないよう、抜本的な対策を講じる」と述

べ、事故対応に全力を尽くす考えを強調しました。 

韓国政府は 11月 5日までを国として犠牲者に哀悼の意を示す期間にすると発表しました。 

警察はおよそ 500人規模の捜査本部を設置して事故の経緯や原因を捜査することにしていますが、10万人をこえ

る人が集まることを行政は事前に予見できなかったのか、その対応の検証も原因究明の焦点となりそうです。 

群集での事故 とることのできる対策は 

群集の事故に詳しい大阪工業大学の吉村英祐特任教授に対策を聞きました。 

Q. 事故に巻き込まれないためには? 

危ないと感じたら、とにかく『近づかない』ことが大事です。 

群集に巻き込まれても『自分は抜け出せる』と思うかもしれませんが、車の渋滞と同じで、一度巻き込まれれば

個人の意思ではどうにもできません。 

引き返そうと思った時にはすでに身動きができないケースもあるので早めの退避が重要です。 

Q. 危険かどうかを判断する具体的な目安は? 

たとえば、『エレベーターの中だったら定員オーバーのブザーが鳴りそうかどうか』と考えてみることも有効です。 

一般的にエレベーターは 1平方メートルあたり 4～5人が定員で、それを超えるとブザーがなります。 

ブザーが鳴るような密度では自分の足元が見えなくなります。 

ブザーが鳴りそうだと感じた時は危険な密度なので、すぐにその場から退避することが大事です。 

特に荷物を持っている時や子どもと一緒にいる時は、早めにその場を離れてください。 

Q. それでも巻き込まれてしまったら? 

群集に巻き込まれてしまった時は、できるかぎり、道路の端に移動するのが良いです。 

確実に助かるという保証はありませんが、できるかぎり端に移動することで少しでもリスクを下げることができ

ます。 

Q. 今回なぜここまで被害が大きくなった? 

現場の坂は、傾斜が 11度ほどだと報道されています。 

その場合、立っているだけでも常に体重の 2割ほどの力で坂の下のほうに引っ張られているような状態だったと

考えられます。 

そこに後ろから押されるような力がかかり、耐えきれずに倒れてしまったとみられます。 

道幅も狭く、逃げ場がないので、ほぼ一方向に倒れてしまい、多くの人が重なり合って被害が大きくなった可能

性があります。 

Q. なぜ死傷者に 10代や 20代の女性が多かった? 

周囲より身長が低い場合、自分の顔の前に他の人の肩などが当たって呼吸しにくくなります。 

押し返す力が弱いと強く圧迫されてしまうので、結果的に女性に被害が集中した可能性もあります。 
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Q. 事故が起きやすい状況は? 

人が多い場所で通行のルールを守らずに逆行する人がいたり、立ち止まる人がいたりすると危険です。 

朝夕の通勤ラッシュも人が多いですが、群集雪崩が起きないのは、人が滞留せずに流れているからです。 

電車に乗り遅れる人がいても混乱が起きないのは、すぐに次が来ると分かっているからで、これが早い者勝ちの

状況だと、われさきにと殺到して危険な状態になります。 

「危ない」と思ったら、とにかく近づかないことが大事で、特に子どもを連れているような時は、早めにその場

を離れる勇気が大切です。 

---------- 

・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定に基づく船舶の設備等に関する技術上の基準等に関する省

令の一部を改正する省令（国土交通省令第 76号） 

   [官報] 令和 4年 11月 1日 号外 第 233号 108～109頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101g00233/20221101g002330108f.html 

----- 

・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定に基づく船舶の設備等の検査等に関する規則第一条の二十

三第一項第三号の船舶を定める告示等の一部を改正する告示（国土交通省告示第 1087号） 

   [官報] 令和 4年 11月 1日 号外 第 233号 119～123頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101g00233/20221101g002330119f.html 

---------- 

・公害紛争処理法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 68号） 

   [官報] 令和 4年 11月 1日 本紙 第 849号 2頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101h00849/20221101h008490002f.html 

----- 

・公害紛争の処理手続等に関する規則の一部を改正する規則（公害等調整委員会規則第 2号）  

   [官報] 令和 4年 11月 1日 本紙 第 849号 6頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101h00849/20221101h008490006f.html 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・食品中の放射性物質の検査結果について（１３１３報）（東京電力福島原子力発電所事故関連） 

＜厚生労働省 2022年11月1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28758.html 

１ 自治体の検査結果 

岩手県、宮城県、山形県、栃木県、群馬県、埼玉県、さいたま市、千葉市、東京都、文京区、杉並区、新潟県、

山梨県、長野県、京都府、大阪府、大阪市 

  ※ 基準値超過 ７件 

  No. 66   山梨県   ショウゲンジ    （Cs ： 150 Bq/kg ) 

  No. 72   山梨県   ショウゲンジ    （Cs ： 160 Bq/kg ) 

  No. 74   山梨県   アカモミタケ     （Cs ： 120 Bq/kg ) 

  No. 76   山梨県   ショウゲンジ    （Cs ： 160 Bq/kg ) 

  No. 79   山梨県   ショウゲンジ    （Cs ： 210 Bq/kg ) 

  No. 401   宮城県   マツタケ       （Cs ： 130 Bq/kg ) 

  No. 405   宮城県     マツタケ      （Cs ： 290 Bq/kg ) 

２ 緊急時モニタリング又は福島県の検査結果 

  ※ 基準値超過 なし 

３  国立医薬品食品衛生研究所における検査 

  ※ 基準値超過 なし 

---------- 
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・国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との共同事業の一環として実施する海洋試料採取について   11月７～14日 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00758.html 

環境省では、今年度からＡＬＰＳ処理水に係る海域モニタリングを実施しています。当該モニタリングの結果を

裏付け、信頼性や透明性を向上させるため、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との協力により分析機関間比較を行う

こととなりました。 

 今般、以下の要領により当該モニタリングについての分析機関間比較を実施しますのでお知らせします。 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・ウクライナ侵攻で放射能汚染も 使用済み核燃処理の対ロ協力停止―「世界最大かつ最も危険」・ノルウェー 

＜時事ドットコム 2022年 10月 31日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022103000277&g=int 

 ロシアのウクライナ侵攻が引き金となり、北極圏に放射能汚染が広がりかねない事態が生じている。侵攻後、

ノルウェーはロシアとのあらゆる政府間交流を停止。ソ連時代の原子力潜水艦から出た使用済み核燃料を処理す

る協力も凍結された。１９６０年代前半に建てられ老朽化が進むロシア国内の貯蔵施設に残された大量の核燃料

が、放置される恐れがある。 

 ノルウェー国境からわずか５０キロに位置するロシア北西部アンドレエフ湾には、原子力潜水艦から出た使用

済み核燃料を貯蔵するソ連時代の海軍基地がある。８０年代に貯蔵プールから漏水し、建物と周辺の土壌が汚染

される事故が発生。基地の運用は停止された。 

 だが、使用済み核燃料約２万２０００個や放射性廃棄物約１万９０００立方メートルは残された。貯蔵施設は

窓ガラスが割れ、外壁の一部がはがれ落ちるなど老朽化が進む。核燃料のうち少なくとも７０００個は破損して

いるとされ、ノルウェー政府当局は「世界最大かつ最も危険な使用済み核燃料の山」と指摘する。 

 ノルウェーは２０１７年、欧米諸国と協力し、使用済み核燃料をロシア中部の最終処分場に移送する事業を開

始した。これまでにほぼ半分が移送されたが、２月のウクライナ侵攻開始で支援は凍結。ノルウェー放射能・原

子力安全機関のブレド・モラー氏は「ロシア側が移送作業を続けていると信じたいが、連絡を取ることもできず、

向こうの状況はまったく分からない」と語る。 

 モラー氏は、対ロシア国境近くで放射線量の観測を続けている。今のところ大気中の放射線量に変化はない。

だが、戦争が長期化すれば、ロシア側で核燃料の処理に人や資金を割く余裕がなくなるのは確実とみられる。作

業に必要なロボットや道具が壊れても、経済制裁で国外から部品を調達できない可能性がある。 

 「使用済み核燃料が適切に管理されなければ、テロリストの手に渡るという最悪のケースも想定される」とモ

ラー氏は指摘。「放射性物質の漏出が起きれば、健康被害が生じる水準に達しなくても、水産物輸出に風評被害が

出かねない」と話している。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（検疫）   

＜厚生労働省 2022年 10月 31日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E_bxh6guamVpm5OBY 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 11月 1日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=2z47R65BfcWJhaxJY 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況について（令和４年 11月 1日版） 

＜厚生労働省 2022年 11月 1日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=A-bjn3aZpR1RXXWRY 

・地域ごとの感染状況等の公表について更新しました 

＜厚生労働省 2022年 10月 31日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=t1JVIwyKzsHNPy4lY 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。 
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＜厚生労働省 2022年 10月 31日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3ZxByiu6uXpGwQBY 

・令和４年 12月以降の小学校休業等対応助成金・支援金の内容等について 

＜厚生労働省 2022年 10月 31日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0zYxR2juqqWpWN9BY 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・ワクチン、モデルナ製も了承 オミクロン BA・5対応 

＜共同通信 2022年 10月 31日＞ https://www.47news.jp/science-medical/8513446.html 

 厚生労働省の専門部会は 31日、現在主流となっている新型コロナウイルスのオミクロン株派生型「BA・5」に

対応した米モデルナの新ワクチンについて承認を了承した。接種間隔は前回から少なくとも 3カ月とする。国内

では既に米ファイザー製の BA・5対応品の接種が始まっており、2種類目となる。 

 中国・武漢で当初流行したウイルスの遺伝情報を基に開発した従来ワクチンに、BA・5と派生型 BA・4の両方

に対応する成分を混ぜた製品で、2種類の成分が含まれることから、2価ワクチンと呼ばれる。 

********************************************************************************************* 

[3] 輸出貿易管理令別表第二及び別表第七の規定に基づき貨物を定める省令の一部を改正する省令（経済産業省

令第 81号） 

   [官報] 令和4年11月1日 本紙 第849号 5頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101h00849/20221101h008490005f.html 

〇経済産業省令第 81号 

輸出貿易管理令（昭和二十四年政令第三百七十八号）別表第二の規定に基づき、輸出貿易管理令別表第二及び

別表第七の規定に基づき貨物を定める省令の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 4年 11月 1日                        経済産業大臣  西村 康稔 

輸出貿易管理令別表第二及び別表第七の規定に基づき貨物を定める省令の一部を改正する省令 

輸出貿易管理令別表第二及び別表第七の規定に基づき貨物を定める省令（平成四年通商産業省令第三十八号）

の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍

線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていな

いものは、これを加える。 

改 正 後 改 正 前 

第一条 輸出貿易管理令別表第二の二一の三の項の経

済産業省令で定める貨物は、次に掲げるものとする。 

一・二 [略] 

三 四‐アニリノピペリジン及びその塩類 

四～十三 [略] 

十四 １・１‐ジメチルエチル＝４‐アニリノピペ

リジン‐１‐カルボキシラート及びその塩類 

十五〜十七 [略] 

十八 Ｎ‐フェニル‐Ｎ‐（ピペリジン‐４‐イル）

プロパンアミド及びその塩類 

十九〜二十五 [略] 

第一条 輸出貿易管理令別表第二の二一の三の項の経

済産業省令で定める貨物は、次に掲げるものとする。 

一・二 [略] 

[新設] 

三～十二 [略] 

 [新設] 

 

 十三〜十五 [略] 

 [新設] 

 

 十六〜二十二 [略] 

備考 表中の[ ]は注記である。 

附 則 

この省令は、令和四年十一月十五日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[4] 医薬品等 

◇医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四条第五項第三号の規定に基づき厚生
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労働大臣が指定する要指導医薬品の一部を改正する件（厚生労働省告示第 322号） 

   [官報] 令和 4年 10月 31日 号外 第 232号 126～127頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221031/20221031g00232/20221031g002320126f.html 

○厚生労働省告示第 322号 

 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）第四

条第五項第三号の規定に基づき、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四条第

五項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する要指導医薬品（平成二十六年厚生労働省告示第二百五十五号）

の一部を次の表のように改正し、令和四年十一月一日から適用する。 

  令和 4年 10月 31日                        厚生労働大臣  加藤 勝信 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）

第四条第五項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指

定する要指導医薬品は、次に掲げる医薬品とする。 

 一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律第四条第五項第三号イ又は

ロに掲げる医薬品であって、次に掲げるもの、そ

の水和物及びそれらの塩類を有効成分として含有

する製剤 

  ⑴～⑺ （略） 

   （削る） 

  ⑻～⑾ （略） 

 二  （略） 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）

第四条第五項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指

定する要指導医薬品は、次に掲げる医薬品とする。 

 一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律第四条第五項第三号イ又は

ロに掲げる医薬品であって、次に掲げるもの、そ

の水和物及びそれらの塩類を有効成分として含有

する製剤 

  ⑴～⑺ （略） 

  ⑻ フルチカソンプロピオン酸エステル 

  ⑼～⑿ （略） 

 二  （略） 

---------- 

◇医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則第二百十六条の二第一項の規定

に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品及び期間の一部を改正する件（厚生労働省告示第 323号） 

   [官報] 令和 4年 10月 31日 号外 第 232号 127頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221031/20221031g00232/20221031g002320127f.html 

○厚生労働省告示第 323号 

 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和三十六年厚生省令第一号）

第二百十六条の二第一項の規定に基づき、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

施行規則第二百十六条の二第一項の規定に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品及び期間（平成二十六年厚生労

働省告示第三百六十七号）の一部を次の表のように改正し、令和四年十一月一日から適用する。 

  令和 4年 10月 31日                        厚生労働大臣  加藤 勝信 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

別表 

一般名 適用日 

(略) (略) 

(削る) (削る) 

(略) (略) 

(略) (略) 

フルチカゾンプロピオン

酸エステル 

令和四年十一月一 

 

別表 

一般名 適用日 

(略) (略) 

クロトリマソール  令和三年七月十日 

(略) (略) 

チェストベリー乾燥エキス 令和四年四月三日 

(新設) (新設) 
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********************************************************************************************* 

[5] 温暖化対策関係 

◇脱炭素先行地域ロゴマークの決定について 

＜環境省 2022年 11月 1日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00777.html 

 
 ********************************************************************************************* 

[6] 環境安全関係 

◇令和５年度概算要求時における環境保全経費の取りまとめについて 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00759.html 

 環境省では、この度、令和５年度環境保全経費概算要求額を取りまとめました。 

 令和５年度概算要求の総額は 1兆 8,327億円で、令和４年度当初予算比 12.9％の増（＋2,096億円）となりま

した。環境省においては、今後、政府予算案の編成において、環境保全経費の確保に努めてまいります。 

１．環境保全経費とは 

 環境保全経費とは、政府の経費のうち地球環境の保全、公害の防止並びに自然環境の保護及び整備に関する経

費を総称したものです。 

 環境省では、関係府省において取り組まれている環境保全に係る施策が、政府全体として効率的、効果的に展

開されるよう、環境省設置法第４条第１項第３号の規定に基づき、概算要求に先立って、「令和５年度環境保全経

費の見積りの方針の調整の基本方針」（令和４年８月 17日公表）を関係府省へ示し、見積りの方針の調整を行っ

ています。 

 今回の環境保全経費の取りまとめに当たっては、基本方針に照らし、また、関係府省から提出された新規施策

等についてはヒアリングを行う等により、環境保全に資する施策であるかを確認した上、その全体を取りまとめ

て財務省に提出し、政府予算案の編成における配慮を求め、環境保全経費の確保に努めてまいります。 

 また、今後、政府予算案の決定時においても、環境保全経費の取りまとめを行い、結果についても公表します。 

２．令和５年度環境保全経費概算要求の総額 

  令和５年度概算要求の総額：1兆 8,327億円(前年度当初予算比 12.9％増、＋2,096億円) 

  令和４年度当初予算の総額：1兆 6,230億円 

  ※ 計数は億円単位に四捨五入したため、増減とは合致しない。 

３．環境保全経費概算要求額の施策体系別内訳及び主な施策 

     令和５年度概算要求額（令和４年度当初予算額）【対前年度増減額】 

（１）地球環境の保全・・・・・・・・・・ 7,169億円 （5,647億円）【＋1,522億円】 

○クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金【経済産業省】、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金【環

境省】、住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業【国土交通省】、航空分野における脱炭素化の推進【国

土交通省】等 

（２）生物多様性の保全及び持続可能な利用・・・ 1,908億円 （1,591億円）【＋317億円】 

○みどりの食料システム戦略推進総合対策【農林水産省】、国営公園維持管理費等【国土交通省】、指定管理鳥獣

捕獲等事業費【環境省】等 

（３）循環型社会の形成・・・・・・・・・・・・ 942億円 （722億円）【＋220億円】 

○循環型社会形成推進交付金【環境省】、大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・拠点整備事業【環境省】、廃

棄物処理施設整備事業費【国土交通省】等 

（４）水環境、土壌環境、地盤環境、海洋環境の保全・・・ 1,550億円  (1,352億円）【＋198億円】 
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○下水道防災事業に必要な経費【国土交通省】、農村整備推進対策に必要な経費【農林水産省】、休廃止鉱山鉱害

防止等工事費補助金【経済産業省】等 

（５）大気環境の保全・・・・・・・・・・・ 1,478億円 （1,565億円）【▲86億円】 

○交通安全施設等整備費補助【警察庁】、地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進【国土交通省】、

微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費【環境省】等 

（６）包括的な化学物質対策・・・・・・・・・・・・ 54億円 （51億円）【＋3億円】 

○化学物質総合研究費【厚生労働省】、化学物質規制対策事業【経済産業省】、食品安全確保調査等事業委託費【農

林水産省】等 

（７）放射性物質による環境汚染の防止・・・ 3,594億円 （3,746億円）【▲152億円】 

○中間貯蔵関連事業【環境省】、放射性物質汚染廃棄物処理事業【環境省】、原子力発電施設等緊急時安全対策交

付金【内閣府】等 

（８）各種施策の基盤となる施策等・・・・・ 1,631億円 （1,557億円）【＋75億円】 

※ 各内訳は億円単位に四捨五入したため、総額・増減等とは合致しない場合があります。 

※ 複数の施策体系の区分に該当する経費については、主要区分により集計を行っています。 

 ---------- 

◇（仮称）稲子峠ウィンドファームに係る環境影響評価準備書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00702.html 

********************************************************************************************* 

[7] エネルギー関係 

◇「冬季の省エネルギーの取組について」を決定しました 

＜経済産業省 2022年 11月 1日＞ https://www.meti.go.jp/press/2022/11/20221101001/20221101001.html 

   https://www.meti.go.jp/press/2022/11/20221101001/20221101001-1.pdf 

期間：令和 4年 11月 1日（火曜日）から 11月 7日（月曜日）まで 

********************************************************************************************* 

[8] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇令和４年度「デジタル技術を活用した脱炭素型資源循環ビジネスの効果実証事業（デジタル技術活用効果実証）」

の再公募について 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00690.html 

 -------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇脱炭素先行地域選定結果（第２回）について 

＜環境省 2022年 11月 1日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00776.html  

-------------------- 

[調査結果] 

◇令和 3年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果 

＜文部科学省 2022年 10月 31日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglQac87kOwrvjbI 

********************************************************************************************* 

[9] その他省庁発表 

◇医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべ

き知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令（厚生労働省令第

153号） 

   [官報] 令和 4年 11月 1日 本紙 第 849号 3～4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101h00849/20221101h008490003f.html 

〇厚生労働省令第 153号 

医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第十七条の二第一項の規定に基づき、医師法第十七条の二第一項に規
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定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかど

うかを評価するために大学が共用する試験を定める省令を次のように定める。 

令和 4年 11月 1日                        厚生労働大臣  加藤 勝信 

医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得す

べき知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令 

（この省令の趣旨） 

第一条 医師法（昭和二十三年法律第二百一号。以下「法」という。）第十七条の二第一項に規定する、大学に

おいて医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかどうかを評

価するために大学が共用する試験（以下「共用試験」という。）に関しては、この省令の定めるところによる。 

（共用試験実施機関の指定） 

第二条 共用試験は、厚生労働大臣が指定する機関（以下「共用試験実施機関」という。）が実施するものとす

る。 

２ 前項の指定は、共用試験を行おうとする者の申請により行う。 

３ 厚生労働大臣は、他に第一項の規定による指定を受けたものがなく、かつ、前項の申請が次の各号に掲げる

要件（以下「指定要件」という。）を満たしていると認めるときでなければ、共用試験実施機関の指定をしては

ならない。 

一 職員、設備、共用試験の実施に関する事務（以下「共用試験事務」という。）の実施の方法その他の事項に

ついての共用試験事務の実施に関する計画が、共用試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであ

ること。 

二 前号の共用試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及び技術的な基礎を有する

ものであること。 

三 行おうとする共用試験が、厚生労働大臣が定める基準に適合するものであること。 

４ 厚生労働大臣は、第二項の申請が次の各号のいずれかに該当するときは、共用試験実施機関の指定をしてはな

らない。 

一 申請者が、一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。 

二 申請者が、その行う共用試験以外の業務により共用試験を公正に実施することができないおそれがあるこ

と。 

三 申請者が、第七条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者であ

ること。 

（指定の申請） 

第三条 前条第一項の規定による指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣

に提出しなければならない。 

一 名称及び主たる事務所の所在地 

二 共用試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

一 定款及び登記事項証明書 

二 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度末における貸借対照表及び財産目録 

三 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書 

四 指定の申請に関する意思の決定を証する書類 

五 役員の氏名及び略歴を記載した書類 

六 現に行っている業務の概要を記載した書類 

七 共用試験事務の実施に関する計画を記載した書類 

八 前条第三項第三号の基準を満たすことについて記載した書類 

（指定の条件） 

第四条 第二条第一項の規定による指定には、条件を付し、及びこれを変更することができる。 

２ 前項の条件は、当該指定に係る事項の確実な実施を図るために必要な最小限度のものに限り、かつ、共用試
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験実施機関に不当な義務を課することとなるものであってはならない。 

（共用試験実施機関の名称の変更等の届出） 

第五条 共用試験実施機関は、その名称若しくは主たる事務所の所在地又は共用試験事務を行う事務所の名称若

しくは所在地を変更しようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければ

ならない。 

一 変更後の共用試験実施機関の名称若しくは主たる事務所の所在地又は共用試験事務を行う事務所の名称若

しくは所在地 

二変更しようとする年月日 

三 変更の理由 

２ 共用試験実施機関は、共用試験事務を行う事務所を新設し、又は廃止しようとするときは、次に掲げる事項を

記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 新設し、又は廃止しようとする事務所の名称及び所在地 

二 新設し、又は廃止しようとする事務所において共用試験事務を開始し、又は廃止しようとする年月日 

三 新設又は廃止の理由 

（報告の請求及び指示） 

第六条 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、共用試験実施機関に対して、その行う共用試験に関し必

要な報告を求めることができる。 

２ 厚生労働大臣は、共用試験又は共用試験事務の実施の状況が指定要件に照らして適当でないと認めるときは、

共用試験実施機関に対して必要な指示をすることができる。 

 （指定の取消し） 

第七条 厚生労働大臣は、共用試験実施機関が第二条第四項第一号又は第二号に該当するに至ったときは、共用

試験実施機関の指定を取り消さなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合には、共用試験実施機関の指定を取り消すことができる。 

一 共用試験又は共用試験実施機関が、指定要件を満たさなくなったと認められるとき。 

二 共用試験実施機関が、前条第二項の規定による指示に従わないとき。 

三 共用試験実施機関が、第四条第一項の条件に違反したとき。 

（公示） 

第八条 厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。 

一 第二条第一項の規定による指定をしたとき。 

二 前条の規定により指定を取り消したとき。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改

正する法律（令和三年法律第四十九号）附則第一条第六号に掲げる規定の施行の日（令和五年四月一日。附則

第三条において「施行日」という。）から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。 

（施行前の準備） 

第二条 この省令を施行するために必要な手続その他の行為は、この省令の施行前においても行うことができる。 

（医師法の一部改正等に伴う経過措置） 

第三条 施行日前に学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学（以下「大学」という。）におい

て医学を専攻する学生であって、当該学生が臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有している

かどうかを評価するために大学が共用する試験として厚生労働大臣が定めるものに合格したものは、本則の規

定にかかわらず、法第十七条の二第一項の規定により厚生労働省令で定める試験に合格したものとみなす。 

２ 防衛省設置法（昭和二十九年法律第百六十四号）第十六条第一項第一号の教育訓練を受けている者であって、

施行日前に前項に規定する厚生労働大臣が定める試験に合格したものは、自衛隊法（昭和二十九年法律第百六

十五号）第百十五条の二十六の規定の適用については、本則の規定にかかわらず、法第十七条の二第一項の規

定により厚生労働省令で定める試験に合格したものとみなす。 
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---------- 

◇医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべ

き知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令第二条第三項第三

号に規定する厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第 324号） 

   [官報] 令和 4年 11月 1日 本紙 第 849号 7～8頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221101/20221101h00849/20221101h008490007f.html 

〇厚生労働省告示第 324号 

 医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべき

知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令（令和四年厚生労働省

令第百五十三号）第二条第三項第三号の規定に基づき、医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学

を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大

学が共用する試験を定める省令第二条第三項第三号に規定する厚生労働大臣が定める基準を次のように定め、令

和五年四月一日から適用する。ただし、同令附則第二条に基づき、同令の施行前に行う必要がある手続その他の

行為においては、同日前においてもこの告示を適用する。 

  令和 4年 11月 1日                        厚生労働大臣  加藤 勝信 

医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得す

べき知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令第二条第三

項第三号に規定する厚生労働大臣が定める基準 

 医師法第十七条の二第一項に規定する大学において医学を専攻する学生が臨床実習を開始する前に修得すべき

知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験を定める省令（令和四年厚生労働省

令第百五十三号。以下「共用試験省令」という。）第二条第三項第三号に規定する厚生労働大臣が定める基準は、

次のとおりとする。 

 一 共用試験省令第一条に規定する共用試験（以下「共用試験」という。）は、学校教育法（昭和二十二年法律

第二十六号）に規定する大学（以下「大学」という。）において医学を専攻する学生及び防衛省設置法（昭和

二十九年法律第百六十四号）第十六条第一項第言可の教育訓練を受けている者（以下「医学生等」という。）

を対象として、各大学及び同法に規定する防衛医科大学校（以下「各大学等」という。）において、毎年度、

本試験（各大学等において各年度内に初めて行われるものをいう。以下同じ。）及び本試験を受けることがで

きなかった者又は本試験に合格しなかった者を対象とした試験が、それぞれ少なくともＩ回行われるもので

あること。 

 二 共用試験は、学科試験及び実技試験によって行い、実技試験は次のいずれにも該当するものであること。 

  イ 全ての受験者が同一の科目を受験することとされていること。 

ロ 試験の科目及びその数が適切であること。 

  ハ 受験者を評価する者の評価能力の向上及び評価の質の保証のための取組が実施されていること。 

  ニ 実技試験で行う医療面接（特定の個人の病歴その他の当該個人の心身の状態に関する情報を得るために

行う面接をいう。以下同じ。）の模擬患者（医療面接において患者を演ずる者をいう。）の対応能力の向上

及び対応の質の保証のための取組が実施されていること。 

三 共用試験の合格基準が、各大学等その他の関係者の意見を聴いて定められ、かつ、臨床実習に参加する医

学生等の知識及び技能を評価するために適切なものであること。 

四 合否の判定に対して、受験者が、異議の申立てをすることができる体制が整備されていること 

 五 共用試験に合格した者に対し、合格証書を交付することとされていること。 

 六 障害、疾病その他の事由により受験上の配慮を要する受験者については、当該事由に応じた適切な配慮を

行うこととされていること。 

 七 共用試験に関し不正行為があった場合には、当該不正行為に関係のある者について、その受験を停止させ、

又はその試験を無効とすることができることとされていること。 

 八 共用試験を受験しようとする者が共用試験省令第二条第一項に規定する共用試験実施機関に納める受験手

数料が適切に定められていること。 
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---------- 

◇第 64回（令和 4年度）「教育・文化週間」実施要綱  

＜文部科学省 2022年 11月 1日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglSac852WcQgobT 

期間：令和 4年 11月 1日（火曜日）から 11月 7日（月曜日）まで 

********************************************************************************************* 

[10] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・水銀大気排出規制に係る水銀測定法等に関する説明会の開催について   12月16日 

＜環境省 2022年 11月 1日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00771.html 

「排出ガス中の水銀測定法の一部を改正する件（環境省告示第七十五号）」が令和４年 ９月 22 日に公布され、

排出ガス中の全水銀を一括で試料採取する方法が追加されました。水銀大気排出規制の制度概要、制度の施行状

況、本告示の概要について解説するための説明会を開催します。 

対象：分析業者、地方公共団体担当者、水銀排出施設や要排出抑制施設を有する事業者等 

・農薬第一専門調査会（第 11回）の開催について   １１月１１日 

＜内閣府 2022年 11月 1日＞ 

http://www.fsc.go.jp/senmon/nouyaku/annai/nouyaku_annai_dai1_senmon_11.html 

（１）農薬（フェナミホス）の食品健康影響評価について 

（２）その他 

・IPCCシンポジウム『第６次評価報告書から考える私たちと気候変動』の開催について   11月 30日 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00769.html 

＜農林水産省 2022年 10月 31日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/b_kankyo/221031.html 

＜文部科学省 2022年 10月 31日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglQac87kOwrvjbE 

・令和４年度有害廃棄物の不法輸出入防止に関するアジアネットワークワークショップの開催について 

   11月１日～11月３日、メダン（インドネシア） 

＜環境省 2022年 10月 31日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00762.html 

議題 

 本ワークショップにおいては、2021年１月１日より発効した汚れたプラスチックごみに関する規制について、

また、バーゼル条約第 15回締約国会議（COP15）において決定し、2025年１月１日より発効することとなってい

る電子・電気機器廃棄物（E-waste）関連の条約附属書改正にどのように対応していくべきかについての議論を行

う予定です。また、バーゼル条約における輸出相手国への事前通告・輸入国における同意回答手続（PIC手続）

について、適正実施における課題と優良事例の共有・意見交換を行う予定です。 

・日本産業標準調査会 第６回 基本政策部会   11月 7日 

＜経済産業省 2022年 10月 31日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/47966 

1. 標準化政策の取組状況と今後の討議事項について 

2. 討議 

・「大学の強み・特色を伸ばす戦略的経営の展開に向けて～文部科学省・経済産業省 合同イベント～」の開催に

ついて   11月 15日 

＜文部科学省 2022年 10月 31日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglQac87kOwrvjbJ 

・第40回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会（持ち回り審議）の開催について   11月２日 

＜厚生労働省 2022年11月1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28898.html 

（１）新型コロナワクチンの臨時接種について 

（２）その他 

・「医薬品・医療機器等の保険適用に関する相談会」の開催について   12月１日 

～地方所在企業の皆様、この機会をご活用下さい～ 

＜厚生労働省 2022年11月1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28788.html 
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・中央環境審議会地球環境部会カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第21回）の開催について 

   11月7日 

＜環境省 2022年 11月 1日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00773.html 

（１） 「成長志向型カーボンプライシング構想」をめぐる論点等について 

（２） その他 

・研究環境基盤部会 学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会（第 11期 17回）の開催について 

   11月 9日 

＜文部科学省 2022年 11月 1日＞ 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/kaisai/1422876_00003.htm 

1. 次期ロードマップの策定について＜公開＞ 

2. 大規模学術フロンティア促進事業の事前評価について（「ヒューマングライコームプロジェクト」）＜非公開＞ 

3. その他 

・次世代革新炉の開発に必要な研究開発基盤の整備に関する検討会（第 3回）の開催について   11月 8日 ＜

文部科学省 2022年 11月 1日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglSac852WcQgobL 

1. 第 2回検討会でご議論頂いた論点と主な意見 

2. 次世代革新炉（高速炉・高温ガス炉）燃料製造施設に向けた取組について 

3. 次世代革新炉開発に向けた人材育成及び大学の知の集約拠点機能について 

4. その他 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・令和４年度第13回医薬品等安全対策部会安全対策調査会 議事録   ９月27日 

＜厚生労働省 2022年11月1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28903.html 

・令和４年度第 10回医薬品等安全対策部会安全対策調査会 議事録   ８月 30日 

＜厚生労働省 2022年 11月 1日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28902.html 

・「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部」の開催について   10月 31日 

＜農林水産省 2022年 10月 31日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221031.html 

・原子力科学技術委員会 原子力研究開発・基盤・人材作業部会（第 13回）配布資料   10月 26日  

＜文部科学省 2022年 11月 1日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aglSac852WcQgobH 

1. 原子力人材、原子力イノベーションを取り巻く最近の状況について 

2. 我が国の試験研究炉の今後の取組の方向性について 

3. その他 

********************************************************************************************* 

[11] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・香川県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認について 

＜農林水産省 2022年 11月 1日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221101.html 

・岡山県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内1例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年11月1日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221101_10.html 

・北海道で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内2例目）の遺伝子解析及びNA亜型の確定につ

いて 

＜農林水産省 2022年11月1日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221101_9.html 

・鶏 16万 3千羽の殺処分終了 北海道・厚真町、鳥インフル 

＜共同通信 2022年 10月 31日＞ https://nordot.app/959623625730441216?c=39546741839462401 

 北海道は 31日、高病原性が疑われる鳥インフルエンザウイルスの陽性が確認された厚真町の養鶏場で、約 16

万 3千羽の殺処分を終えたと発表した。当初、殺処分は約 17万羽としていたが、実際に作業したところ、7千羽
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ほど少なかった。 

 養鶏場側から 27日に「鶏約 70羽が死んでいる」と家畜保健衛生所に通報があった。この養鶏場から半径 3キ

ロ以内の 2農場で飼育されている約 32万羽の移動を禁止しているほか、3～10キロ以内の 3農場で飼育されてい

る計約 38万羽の区域外搬出を禁止している。 

 

・デンマークからの家きん肉等の一時輸入停止措置について 

＜農林水産省 2022年 10月 31日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221031_4.html 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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